
１．総論

１．１　基本方針

本計画に関する基本方針を以下のとおりとする。

本計画は、災害時に制約がある状況下において、本事業所が果たすべき役割を考え、優先的 に実施
すべき業務を特定するものである。 また、業務の執行体制や対応手順、業務継続に必要な資源の確
保等をあらかじめ定めておく ことで災害時の混乱を防ぐ。 事業継続にあたっては、以下の方針に基づ
き、実施することとする。
① 人命・安全の確保 利用者、職員等の安全確保、安否確認を最優先に行う。
② サービスの継続 サービスを継続して行えるように優先業務に必要な資源の確保に努める。
③ 業務継続計画の実効性の確保 平時からの訓練や研修を通して、災害時に不足する資源に対する
適切な対応策を検討し、 計画の実効性の確保を図る

１．２　推進体制

平常時の災害対策の推進体制を記載する。

統括責任者　管理者　山室　慶次郎
職員研修策定　管理者　山室　慶次郎
備蓄食料・飲料水の確保　山室　美由紀
業務継続計画の見直し　山室　慶次郎
連絡責任者　田中　教子
避難誘導　社員全員
安全確保　社員全員

【様式１】

１．３　リスクの把握

（１）ハザードマップなどの確認

【補足６】
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（２）被害想定

【自治体公表の被災想定】

【自施設・事業所で想定される影響】

【補足７】

１．４　優先業務の選定

（１）優先する事業

＜優先する事業＞
（１）放課後等デイサービス
（２）児童発達支援
 
＜当座停止する事業＞
（１）なし

（2）優先する業務

放課後等デイサービス　送迎　日中支援　必要職員数：3人

児童発達支援　日中支援　必要職員数：3人

【様式７】
-災害

【補足８】

当日 ２日目 ３日目 ４日目 ５日目 ６日目 ７日目 ８日目 ９日目

電力 停電 停電 復旧

飲料水 貯水 貯水 貯水 復旧

生活用水 貯水 貯水 貯水 復旧

携帯電話 不可 不可 復旧

メール 不可 不可 復旧
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（５－１）研修・訓練の実施

年に最低2回、スタッフのみで災害を想定した対応の訓練とＢＣＰの検証・見直し
年に2回(6月、10月)、全体避難訓練を実施予定

（５－２）ＢＣＰの検証・見直し

避難訓練実施後に、報告書を作成し、支援会議等で計画の見直し確認を行う。 また、会議時に新しい
意見等があれば、BCPの見直しを行うことで、事業所全体の安全を確保する。
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２．平常時の対応

２．１　建物・設備の安全対策

（１）人が常駐する場所の耐震措置

建物：新耐震基準設計のもの 【補足９】

（２）設備の耐震措置

2段で使用しているロッカーや、壁際に設置している学習机に関しては壁に固定。 【補足９】

（３）水害対策

土嚢の設置場所の確認及び浸水後の衛生対策の検討 【補足９】
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２．２　電気が止まった場合の対策

稼働させるべき設備

バッテリー：ノートパソコン、携帯電話から優先して使用

パソコン：事務デスク上のメインパソコン及び充電しているものから優先に避難

電話：会社の携帯電話で対応

【補足10】

【様式６】
-災害
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２．４　水道が止まった場合の対策

（１）飲料水

備蓄量 ２Ｌペットボトル水30本を倉庫にて保管している。

【補足10】

【様式６】
-災害

（２）生活用水

被災直後の給水可能な状態時に、18ℓ容器2つの給水を行う予定。
生活用水としては、手洗いとトイレ洗浄及び雑巾洗い等の使用を予定しているが、すべてシート等での
代用が可能。

【補足10】

【様式６】
-災害
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２．５　通信が麻痺した場合の対策

会社用携帯電話２台を使用
携帯電話もしくはeメールのどちらかが使えれば業務上に支障がない

【補足10】

【様式６】
-災害

２．６　情報システムが停止した場合の対策

ノートパソコンを使用しているためバッテリーさえあれば停電しても業務上支障はない
データは一部クラウド、他は外付けハードに定期的に保存しているので事務所が使えなくなっても業務
上支障はない

【補足10】

【様式６】
-災害

２．７　衛生面（トイレ等）の対策

簡易トイレ（ウェットティッシュ・袋・おむつ・生理用品）等の備蓄のチェック 毎月行う
汚物に関しては建物外部に保管する。保管する際は動物等の被害を想定した対応を心掛ける。

【補足10】

【様式６】
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２．８　必要品の備蓄

【飲料・食品】
水　2ℓ　30本　倉庫
お菓子　3日分　事務所
【医薬品・衛生用品・日用品】
ガーゼ２巻　包帯２巻、絆創膏1箱　事業所
ティッシュペーパー8箱、トイレットペーパー24ロール、簡易トイレ20　倉庫
【備品】
ヘルメット４つ　懐中電灯２つ　ライター１つ　電池単１、単２、単３、単４　各１パックずつ

【様式６】
-災害

２．９　資金手当て

・損害保険として、あいおいニッセイ同和損保に加入している。
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３．緊急時の対応

３．１　ＢＣＰ発動基準

【地震による発動基準】
近隣の交通網が破壊された場合(道路のひび割れなど)に発動すると考えられる。
【水害による発動基準】
水害は発生すると予見できる場合には、教室を閉所するため発動しない。
【情報源】
・緊急地震速報・インターネット・テレビ・ラジオ等

【様式１】

３．２　行動基準

発生時の行動指針は、下記の通りとする。
 ① 自身及び利用者の安全確保
 ② 二次災害への対策（火災や建物の倒壊など）
 ③ 地域との連携
 ④ 情報発信
 
 平常時    日常点検 訓練/見直し
 情報交換 情報共有
 ↓
 直後           命を守る行動
（安全確保、避難）
 ↓
当日           二次災害対策
（避難場所の確保等）
 ↓
体制確保後       事業再開
↓
体制回復後      通常営業・業務
↓
完全復旧後     評価・反省・見直し
〇連携 事業所間連携、行政、関係機関連携
〇情報発信 利用者家族安否情報、事業所情報
〇支援体制確保（人員、物資等）

携帯カード
(様式なし)

３．３　対応体制

【統括責任者】管理者 地震災害応急対策の実施全般について一切の指揮を 行う。
 
【情報班】行政と連絡をとり、正確な情報の入手に努めるとともに適切な指示を仰ぎ、 隊長に報告すると
ともに、利用家族へ利用者の状況を連絡する。活動記録 をとる。〈当日スタッフ〉
 
【消火班】地震発生直後直ちに火元の点検、発火の防止に万全を期すとともに、発火の際には消火に
努める。〈管理者〉
 
【応急物資班】食料、飲料水の確保に努めるとともに、飲料水等の配布を行う。〈当日スタッフ〉
 
【安全指導班】利用者の安全確認、施設設備の損傷を確認し報告する。隊長の指示がある場合は利用
者の避難誘導を行う。家族への引継ぎを行う。〈当日スタッフ〉
 
【救護班】負傷者の救出、応急手当及び病院などへの搬送を行う。 〈当日スタッフ〉
 
【地域班】地域住民や近隣の福祉施設と共同した救護活動、ボランティア受け入れ体制の整備対応を
行う。 〈当日スタッフ〉

【様式１】
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３．４　対応拠点

南原小学校
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３．５　安否確認

（１）利用者

【安否確認ルール】
 
震災発生時は、電話、SNS等にて利用者の安否確認を行う。 お預かり時に負傷者が発生した場合には
応急処置を行い、必要な場合は平塚市民病院 へ搬送する。
安否確認シートを巻末に添付。

【医療機関への搬送方法】
平塚市民病院にて対応
 
【医療機関への搬送方法】
社用車で搬送可能。
難しい場合は救急車の要請

【補足11】

（２）職員

【施設内】
 
職員の安否確認は、利用者の安否確認とあわせて行い、管理者に報告する。 安否確認シート、別紙③
として巻末に添付。
 
【自宅等】
 
自宅等で被災した場合(自地域で震度 5 強以上)は、①電話、②SNS、③災害用伝言 ダイヤルで、事業
所に自身の安否情報を報告する。 報告する事項は、自身・家族が無事かどうか、出勤可否を確認す
る。

【補足12】

３．６　職員の参集基準

１， 震度 5 強以上の揺れが発生した場合は、職員から事業所に連絡をとり、30 分以上連絡が取れな
い場合は、安全を確保しながら参集する。 自らまたは家族が被災した場合や、交通機関、道路などの
事情で参集が 難しい場合は、参集しなくてよい。

【様式５】

携帯カード
(様式なし)
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３．７　施設内外での避難場所・避難方法

（１）施設内

〈避難場所〉
正面玄関前スペース
〈避難方法〉
・利用者がいる場合は、安全に留意 しながら利用者の誘導を行う。
 ・避難場所を大声で周知しながら、集合する。
・天井からの落下物に留意する。
・避難時は極力、靴を履く。

（２）施設外

〈避難場所〉
南原小学校
〈避難方法〉
・避難時は靴を履く。
・利用者がいる場合は、安全に留意しながら利用者の誘導を行う。
・車や落下物に注意する。
・避難にあたっては、事業所内に 残された人がいないか、大声で確認しながら避難する。
・避難時持ち出し袋を忘れずに。

（３）その他
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３．８　重要業務の継続

【補足13】

３．９　職員の管理

①休憩・宿泊場所：事業所内全部　避難場所(南原小学校)
②勤務シフト：管理者兼児発管＋当日対応可能なスタッフで割り振る

３．１０　復旧対応

【様式２】
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４．他施設との連携

４．１　連携体制の構築

なし 【補足14】

４．２　連携対応

なし
利用者
カード

(様式なし)
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５．地域との連携

５．１　被災時の職員の派遣
　　（災害福祉支援ネットワークへの参画や災害派遣福祉チームへの職員登録）

なし

５．２　福祉避難所の運営

ない

５
．
地
域
と
の
連
携

４
．
他
施
設
と
の
連
携

15 ページ



＜更新履歴＞
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